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はじめに 

 

 我が国の自殺者数は、平成１０年に始めて３万人を超えて以降、高い水準で推

移しておりましたが、平成１８年に自殺対策基本法が施行され、国を挙げて自殺

対策が総合的に推進された結果、平成２２年以降７年連続で減少し、平成２７年

には平成１０年の急増前の水準まで減少しました。しかし、いまだに多くの方が

自殺により尊い命を亡くされており、非常事態は続いている状況にあります。 

 このような中、平成２８年４月に自殺対策基本法が改正され、自殺対策を「生

きることの包括的な支援」と新たに位置づけ、地方自治体に自殺を防ぐための計

画策定が義務付けられました。これを機に片品村でも「片品村自殺対策計画」を

策定し、自殺対策に取り組むことにいたしました。 

 自殺は健康問題だけでなく、生活困窮や過労などの様々な社会的要因が複合

して起こることが知られており、その多くが追い込まれた末の死であります。 

 また、自殺は、個人だけの問題でなくその多くが防ぐことのできる社会的な問

題と考えられます。 

片品村では、「小さくても輝く尾瀬の郷・かたしなの実現へ」を基本理念に掲

げ、村づくりに取り組んでいます。この自殺対策でも、村民の皆様がいきいきと

輝く尾瀬の郷を目指し、「生きることの包括的な支援」と位置づけた対策を進め

ていきたいと考えております。 

最後に計画策定にご協力いただいた、利根沼田自殺対策連絡会構成員の方々

をはじめ、ご意見やご提言をお寄せいただいた皆様に心から感謝申し上げます。 

 

 

 

平成３１年３月  

片品村長  梅澤 志洋  
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第１章   計画の概要  

 

１ 計画策定の趣旨  

 全国の年間自殺者数は平成 10年に急増して以来、14年連続して 3万人を超えるという

深刻な状況が続いていましたが、現在では 2万 5千人を下回り、平成 10年の急増以前の

水準にまで戻っています。しかし、依然として 2万人を超える方々が自ら尊い命を絶たれ

ている事実に変わりはなく、誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現に向けて取り

組んでいく必要があります。 

 これまでも、国は「自殺対策基本法」（平成 18年法律第 85号）の制定（平成 18年 10

月施行）や「自殺総合対策大綱を策定（平成 19年 6月）し、国を挙げて自殺対策を推進

することとし、平成 21年には地域における自殺対策力を強化するため、「地域自殺対策緊

急強化基金」を造成しました。 

 自殺対策基本法の制定から 10年が経過しようとする中、自殺対策をさらに強化し、加

速させるため、平成 28年 3月に自殺対策基本法が改正され、市区町村における「自殺対

策基本計画」の策定が義務付けられました。 

 こうした流れを踏まえ、自殺対策を推進していくための行動計画として、「いのち支え

る片品村自殺対策行動計画」を策定し、すべての村民がかけがえのない個人として尊重さ

れ、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現に向け、村を挙げて自殺対策に取り

組んでいくものです。 

 

２ 計画の位置付け  

 自殺対策基本法（平成 18年法律第 85号）第 13条第 2項に基づき、本村の状況に応じ

た自殺対策を進めるための方向性や目標を定めるもので、「片品村第 4次総合計画」の 5

本柱の一つである、「誰もが安心して暮らせるむらづくり」を実現するための行動計画と

して策定するものです。 

 

 



2 

 

３ 計画期間  

 平成 31年度（2019年度）から平成 35年度（2023年度）までの 5か年計画とします。

また、この計画は、自殺対策基本法や自殺総合対策大綱が見直された場合等、自殺対策を

めぐる状況の変化を踏まえながら、必要に応じて、この計画の見直しを行います。 

 

４ 計画の数値目標  

 国が目指すべきものとして掲げる「誰もが自殺に追い込まれることのない社会」の実現

を目指し、平成 31年から平成 35年までの自殺者を無くすことを目標にします。 
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 第２章   片品村における自殺の現状   

 

１ 片品村における自殺の現状  

片品村の自殺者の推移をみると 0～6人の間で推移しており、年度ごとに変動が大きく

なっています。そのため、片品村の自殺の実態、特徴が把握できるように平成 24年～平

成 28年の 5年間の累計で分析を行っています。 

 

１） 全国・群馬県・片品村の自殺死亡率の状況 

都道府県別の自殺死亡率*¹では群馬県は 7番目に高く、群馬県の中でも利根沼田医療圏

は自殺死亡率が 30.1と高くなっています。片品村の自殺死亡率は 28.4と、全国 19.6や

群馬県 22.7に比べ高い数値であり、自殺で亡くなる方が多い状況です。 

 

  

出典：地域自殺実態プロファイル【2017】 

 

 

*¹自殺死亡率：人口 10万人あたりの自殺者数 
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２） 男女別の状況 

性別の自殺死亡率は全国的に男性の方が多くなっています。片品村も同様で男性 42.0、

女性 15.7です。男女ともに県や全国より高い自殺死亡率になっています。 

 

 

出典：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（平成 24年～平成 28年） 
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３） 性・年代別の状況 

性・年代別の自殺死亡率は男性の「80歳以上」が最も高く、次いで 30歳代、20歳代、

40歳代、50歳代と続きます。女性では 70歳代が最も高く、次いで 50歳代が高くなって

おり、いずれも全国より高い自殺死亡率となっています。特に男性 20歳代、30歳代、女

性 50歳代、70歳代は全国より 3倍以上高い数字になっています。 

 

 

 

出典：地域自殺実態プロファイル【2017】 
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４） 職業別の状況 

片品村の職業別の状況は「被雇用・勤め人」、「無職者」が多く、次いで「自営業・家族

従業者」となっています。全国や群馬県の状況としては「無職者」が最も多く、次いで

「被雇用・勤め人」が多くなっています。 

 

 

出典：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（平成 24年～平成 28年） 
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５） 原因・動機別の状況 

片品村の原因・動機別の状況は「健康問題」、「男女問題」が多く、次いで「家庭問

題」が多くなっています。全国や群馬県の原因動機別の状況をみると「健康問題」が最も

多く、次いで「経済・生活問題」、「家庭問題」が多くなっています。 

 

 

出典：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（平成 24年～平成 28年） 
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６） 同居人別の状況 

片品村の同居人の状況別自殺者数の割合として同居人「あり」が 57.1%、「なし」が

42.9%です。全国や群馬県も片品村と同様に同居人「あり」が多くなっています。 

 

 

出典：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（平成 24年～平成 28年） 
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７） 曜日別の状況 

片品村の曜日別の状況は日曜日が最も多く、次いで月曜日となっています。また、全国

では月曜日、群馬県では水曜日が最も多くなっています。 

 

 

出典：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（平成 24年～平成 28年） 
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８） 時間帯別の状況 

片品村の時間別の状況では「0－2時」が最も多く、次いで「18-20時」です。全国や群

馬県では「12-14時」が最も多くなっています。 

 

 

 出典：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（平成 24年～平成 28年） 
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９） 場所別の状況 

片品村の場所別の状況では「自宅」が最も多く、全国や群馬県も「自宅」が最も多くな

っています。 

 

 

出典：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（平成 24年～平成 28年） 
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２ 片品村の主な自殺の特徴  

自殺者の現状のまとめ（表１）から、高齢者、若年層、被雇用・勤め人、無職者の割合

が高くなっています。これらの現状を勘案し、片品村の自殺対策施策を策定します。 

  

（表１）片品村の自殺者の現状（まとめ） 

１）自殺死亡率 全国や県と比べても高い 

２）性別 男性の死亡率が高く、男女比≒３：１ 

  年代別 高齢者・若年層の割合が全国に比べて３倍程度高い。 

男性･･･80歳以上、次いで 30歳代、20歳代 

女性･･･70歳代、次いで 50歳代 

３）職業別 被雇用・勤め人、無職者の割合が高く、 

次いで自営業・家族従事者 

４）原因・動機 健康問題、男女問題の割合が高く、次いで家庭問題 

５）同居人 ありの割合が高い。 

６）曜日 日曜日の割合が高く、次いで月曜日 

７）時間 「0-2時」の割合が高く、次いで「18-20時」 

８）場所 自宅の割合が高い。 
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 第３章   計画の基本的な考え方と方針   

 

平成18 年10 月自殺対策基本法が施行されて以降、「個人の問題」と認識されがちであ

った自殺は、広く「社会の問題」と認識されるようになり、国を挙げて自殺対策が総合的

に推進されてきました。その結果、自殺者数の年次推移は減少傾向にあるなど着実に成果

を上げてきました。しかし、それでも国の自殺者数累計は毎年２万人を超える水準で積み

上がっているなど、決して楽観できる状況にはありません。このような状況を受け、平成

28 年の自殺対策基本法改正の趣旨や我が国の自殺実態を踏まえ、平成29 年７月、新たな

自殺総合対策大綱が閣議決定されました。 

そのため、本村においても自殺対策推進計画を策定することとし、大綱に倣い、以下の

基本理念・基本認識を本計画の根幹に据えることとします。 

 

１ 自殺総合対策大綱における基本理念  

 

１）「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指す」 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死です。自殺の背景には、精神保健上の問題だけ

でなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立などの様々な社会的要因がある

ことが知られています。このため、自殺対策は社会における「生きることの阻害要因*²

（自殺のリスク要因）」を減らし、「生きることの促進要因*³（自殺に対する保護要

因）」を増やすことを通じて、社会全体の自殺リスクを低下させる方向で、「対人支援の

レベル」、「地域連携のレベル」、「社会制度のレベル」、それぞれにおいて、強力かつ

総合的に推進するものとします。自殺対策の本質が「生きることの支援にあること」を改

めて確認するとともに、「いのち支える自殺対策」という理念を前面に打ち出して、「誰

もが自殺に追い込まれることのない社会の実現」を目指します。 

 

 

*² 生きることの阻害要因：孤立、失業、多重債務、いじめ、虐待など。 

*³ 生きることの促進要因：将来への夢や希望、良き人間関係、社会や地域への信頼感など。 
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２ 自殺総合対策大綱における基本認識  

 

１）自殺は、その多くが追い込まれた末の死である 

自殺は、人が自ら命を絶つ瞬間的な行為としてだけでなく、人が命を絶たざるを得ない

状況に追い込まれるプロセスとして捉える必要があります。自殺は、健康問題や経済・生

活問題、家庭問題、勤務問題など様々な要因のほか、その人の性格傾向、死生観などが複

雑に関係しています。自殺に至る心理としては、このような様々な悩みが原因で心理的に

追い詰められ、自殺以外の選択肢が考えられない状態に陥り、社会とのつながりの減少や

生きていても役に立たないという役割喪失感から、また、与えられた役割の大きさに対す

る過剰な負担感から、危機的な状態にまで追い込まれてしまうという過程とみることがで

きます。 

また、自殺を図った人の直前のこころの健康状態をみると、多くは様々な悩みにより心

理的に追い詰められた結果、うつ病やアルコール依存症等の精神疾患を発症しており、こ

れらの精神疾患の影響により正常な判断を行うことができない状態になっていることが明

らかになってきました。 

このように自殺は個人の自由な意思や選択の結果ではなく、その多くが追い込まれた末

の死ということができます。 

 

図 自殺の危機要因イメージ図（厚生労働省資料） 
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２）年間自殺者数は減少傾向にあるが、非常事態はいまだ続いている 

我が国では、平成19年6月、基本法に基づき、政府が推進すべき自殺対策の指針として

自殺総合対策大綱を策定し、その下で自殺対策を総合的に推進してきました。 

大綱に基づく政府の取組のみならず、地方公共団体、関係団体、民間団体等による様々

な取組の結果、平成10年の国の自殺者数急増以降、年間3万人超と高止まっていた年間自

殺者数は平成22年以降7年連続して減少し、平成27年には平成10年の急増前と同様の水準

となりました。自殺者数の内訳をみると、この間、男性、特に中高年男性が大きな割合を

占める状況は変わっていませんが、自殺死亡率は着実に低下してきており、また、高齢者

の自殺死亡率の低下も顕著です。 

しかし、それでも非常事態はいまだ続いているといわざるをえません。若い世代では、

20歳未満は自殺死亡率が平成10年以降おおむね横ばいであることに加えて、20歳代や30歳

代における死因の第一位が自殺であり、自殺死亡率も他の年代に比べてピーク時からの減

少率が低くなっています。さらに、我が国の自殺死亡率は主要先進7か国の中で最も高

く、年間自殺者数も依然として2万人を超えています。かけがえのない多くの命が日々、

自殺に追い込まれているのです。 
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３）地域レベルの実践的な取組をPDCA サイクルを通じて推進する 

我が国の自殺対策が目指すのは、「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現」で

あり、基本法にも、その目的は「国民が健康で生きがいを持って暮らすことのできる社会

の実現に寄与すること」とうたわれ、自殺対策を社会づくり、地域づくりとして推進する

こととされています。 

また、施行から10年の節目に当たる平成28 年に基本法が改正され、都道府県・市町村

は、大綱や地域の実情等を勘案して、地域自殺対策計画を策定するものとされました。併

せて、国は、地方公共団体による地域自殺対策計画の策定を支援するため、自殺総合対策

推進センターにおいて、都道府県・市町村を自殺の地域特性ごとに類型化し、それぞれの

類型において実施すべき自殺対策事業をまとめた政策パッケージを提供することになりま

した。そして、都道府県・市町村が実施した政策パッケージの各自殺対策事業の成果等を

分析し、分析結果を踏まえてそれぞれの政策パッケージの改善を図ることで、より精度の

高い政策パッケージを地方公共団体に還元することとなりました。 

自殺総合対策とは、このようにして国と地方公共団体等が協力しながら、全国的なPDCA

サイクルを通じて、自殺対策を常に進化させながら推進していく取り組みです。 
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３ 計画の基本方針  

 

本計画においては「誰もが安心して暮らせるむら」を目指し、誰も自殺に追い込まれる

ことのない社会の実現を目指します。「片品村第4次総合計画」の5本柱の一つである、

「誰もが安心して暮らせるむらづくり」の一端を担っています。 

この計画では失業や多重債務、生活苦等の「生きることの阻害要因（自殺のリスク要

因）」を減らし、自己肯定感や信頼できる人間関係、危機回避能力等の「生きることの促

進要因（自殺に対する保護要因）」を増やす取組を進め、自殺対策基本法や自殺総合対策

大綱及び本村の自殺の特徴を踏まえ、以下を基本的な考え方として計画を推進します。 

 

１）総合的な対策の推進 

 生きることの包括的な支援として、自殺対策に地域社会全体で取組ます。 

 

２）支援体制の推進 

 自殺の現状を把握し、課題を明らかにすることで、様々な相談内容について、村民の

生活に密着したサービスを行い、迅速な支援に結びつけます。 

 

３）関係機関との連携の推進 

  自殺は、家庭、職場、学校、地域等、その人を取り巻く環境に深く関係していること

から、地域の関係機関等の役割を明確化し、連携を図りながら取組を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 



18 

 

 第４章   自殺対策の取組   

 

地域自殺対策政策 

 地域自殺対策政策は「基本施策」と「重点施策」から構成されています。基本施策は全

国的に実施されることが望ましい政策です。重点施策は自殺総合対策大綱で示されている

重要な政策を勘案しつつ、地域において優先的な課題となる政策です。片品村の主な自殺

の特徴で述べたことから、重点施策では「子供・若者」「勤務・経営」「無職者・失業

者」「生活困窮者」「高齢者」対策を行うこととし、これらの政策を踏まえ、片品村の自

殺対策施策を示します。 

 本章の第3項に片品村で行っている生きる支援の関連施策一覧が掲載されています。自

殺対策施策ごとに関連する施策名や事業説明が掲載されているページを示していますので

ご参照ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 自殺対策計画の体系

地域におけるネットワークの強化

自殺対策を支える人材の育成

住民への啓発と周知

生きることの促進要因への支援

基
本
施
策自

殺
対
策
施
策 重

点
施
策

子供・若者対策

勤務・経営問題の取組

生活困窮者対策

無職者・失業者対策

高齢者対策
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１ 基本施策  

 

１）地域におけるネットワークの強化 

誰も自殺に追い込まれることのない地域社会を実現していくためには、村、関係団体、

事業所、村民等の様々な主体が連携・協力し、総合的に自殺対策を推進していくことが必

要です。そのためには、地域の様々な主体の役割を明確化した上で、相互の連携・協働の

仕組みを構築し、地域におけるネットワークを強化し、様々な領域で積極的に自殺対策に

参画できる環境を整備していかなければなりません。 

 

①地域の様々な主体の連携・協働の仕組みの構築 

村、関係団体、事業所、村民等の各主体の役割を明確化し、相互の連携・協働の仕組み

を構築します。 

 

 

２）自殺対策を支える人材の育成 

自殺の背景には様々な悩みや生活上の困難があり、そのような問題に対して早期の「気

づき」が重要となります。「気づき」ができ、適切な支援につなげることができる人材を

いかに育成・確保していくかが課題となっています。行政機関だけではなく、関係機関、

事業所、地域住民等様々な主体に対し、研修会等を通じた人材育成を図ります。 

 

① 様々な主体を対象とする研修 

村職員、医療関係者、民生委員児童委員、教職員、地域住民等を対象に、研修会やゲー

トキーパー講座を開催します。 
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３）住民への啓発と周知 

自殺は「誰にでも起こり得る危機」となっていますが、危機に陥った人の心情や背景が理

解されにくいという現実があるため、そのような心情や背景に対して理解を深めることが

重要です。危機に陥った場合、誰かに助けを求めることが適当であること、また危機に陥

っている人がいるかもしれないということ等、自殺に対する正しい認識を普及させていく

ことが必要です。 

 

① リーフレット・啓発グッズ等の配布 

住民が自殺に対する正しい理解を得られるように、国や県で作成したリーフレットやポ

スター等を地域組織などを通じて住民に配布します。また、自殺対策に関するポスターを

関係機関等に掲示してもらえるよう依頼します。 

 

② メディアを活用した啓発 

 自殺対策やこころの健康に関する正しい知識を広く住民に伝えるため、メディアを活用

した広報が効果的です。各種広報誌等を利用し住民へ啓発を行います。 

 

 

４）生きることの促進要因への支援 

自殺対策は、自殺につながる要因を減らす取組に加えて、生きることの促進要因を増や

す取組も合わせて実施していくことが必要です。 

自殺リスクの高い自殺未遂者や精神障害者への支援は自殺者を減少させるための優先的

課題であるといえます。また、自殺対策は自殺が起きた後の対応も重要であり、自死遺族

に対する支援も必要です。さらに、普段からの自殺リスクを低減できるような相談支援体

制の充実も重要といえます。 

 

① 居場所づくり活動 

孤立の恐れのある人、性犯罪・性暴力の被害者、生活困窮世帯の子供等を対象とした居

場所づくりを進めます。 
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② 自殺ハイリスク者への支援 

自殺未遂者に対して、救急医療機関と行政だけではなく、警察や消防、地域のかかりつ

け医等と連携した重層的・包括的な支援を行います。また、精神障害者に対しては、閉じ

こもりの防止や日中活動の機会提供を目的とした相談や助言を行います。 

 

③ 遺された人への支援 

自死遺族に対して、相続や行政手続きに関する支援だけではなく、自死に対する偏見に

より不利益を被らないように支援を行います。また、子供の自死に関しては、周囲の子供

たちの心理的ケアを含めた支援を行います。 

 

④ 相談支援体制の充実 

普段からの悩みや困り事等の相談を気軽に地域で行える体制の整備を行います。また、

メンタルヘルスに関するチェックを気軽に行える環境の整備や、潜在的な自殺リスクを抱

える人を早期発見できる支援も行います。 
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２ 重点施策  

 

１）子供・若者対策 

子供・若者の抱える悩みは多種多様であり、ライフスタイルや生活の場、更にはライフ

ステージに応じた対策が求められます。 

児童・生徒及び学生は、家庭、地域、学校が主な生活の場となっており、教育機関や児

童福祉関係機関による対策が主となりますが、十代後半からは就労に関する問題も生じて

きます。そのため、保健・医療・福祉・教育・労働等の様々な分野の機関と連携した取組

が重要です。 

 

①ＳＯＳの出し方に関する教育の実施 

若年者の自殺対策の一環として教育委員会および学校との連携を強化することで、子

供・家族を支援するだけでなく、養護教諭を中心とした子供たちのこころの健康づくりに

つなげることを目指します。 

 

②社会全体で若者の自殺のリスクを低減させるための取組 

引きこもり状態にある若者やその家族を支援するための相談窓口の充実を行うととも

に、若者無職者に対して公共職業安定所（ハローワーク）等と連携した職業的自立に関す

る支援を行います。また、育児世代に対するメンタルヘルス支援も展開します。 

 

③若者の抱えやすい課題に着目した学生・生徒等への支援の充実 

人間関係や進路、家庭内の問題等の多岐にわたる学生・生徒の悩みに対応できるよう、

養護教諭をはじめとする学校における相談体制の充実を図るとともに、スクールカウンセ

ラーや養護教諭等の専門職と連携や、地域の児童福祉機関との連携を強化します。 
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２）勤務・経営問題の取組 

全国的にみると有職者の自殺率は無職者に比べて低く４割程度となっていますが、片品

村では約６割が有職者となっています。長時間労働の是正、ワーク・ライフ・バランスの

確保、職場におけるメンタルヘルス対策、各種ハラスメント防止などについて、村内の商

工関係機関等と連携し、職場環境の向上に係る取組を推進します。 

 

①職場におけるメンタルヘルス対策の推進 

 職場におけるメンタルヘルス対策はストレスチェック制度の活用や小規模事業所への対

応として沼田利根産業保健センターと連携を強化します。 

 

②経営者に対する相談事業の実施 

 商工会や中小企業再生支援協議会と連携し、自営業者を含む経営者に対する相談事業を

実施します。 

 

３）生活困窮者対策 

 生活困窮の背景には、虐待、性犯罪・性暴力被害、依存症、性的マイノリティ、障害、

被災避難、介護、多重債務、労働等の多様かつ広範な問題を複合的に抱えていることが多

いため、重層的・包括的な支援が必要となります。 

生活困窮者自立支援制度に関する事業を展開するとともに、自殺リスクを抱える人を早

期に発見し、支援につなげることができるよう、生活困窮者自立支援担当部門と自殺対策

担当部門をはじめ、警察や司法、民間団体等と連携した対応が重要です。 

 

①自殺対策と生活困窮者自立支援制度との連動 

生活困窮者自立支援担当部門と自殺対策担当部門との連携強化を通じて、生活困窮者自

立支援制度と自殺対策を連動した施策展開を図ります。 
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４）無職者・失業者対策 

 勤労世代の無職者は有職者に比べて自殺のリスクが高くなっています。また、就労や経

済的な問題だけでなく、疾病や障害、人間関係など、就労・経済以外の問題を抱えている

場合があるため、様々な問題に対応した支援が必要となります。 

自殺リスクの高い無職者・失業者を早期に把握し、多職種、多分野で支える支援体制の

構築が課題となります。 

 

① 失業者等に対する相談窓口等の充実 

公共職業安定所（ハローワーク）等と連携した就労支援窓口におけるきめ細やかな職業

相談を実施するとともに、失業による心の悩みや生活上の問題に関する相談にも対応しま

す。 

 

５）高齢者対策 

高齢者の自殺対策は既存事業の拡充、未実施領域への対応や既存関連事業の活用や連携

など、地域の対策の実情に合わせた施策の推進が求められています。地域において行政サ

ービス、民間事業者のサービス、民間団体の支援等を適切に活用し、生きることの包括的

支援としての施策の推進を図ります。また、高齢者は閉じこもりや抑うつ状態になりやす

く、孤立・孤独に陥りやすくなります。したがって、地域包括ケアシステムや地域共生社

会の実現等の施策と連動した事業の展開を図ることや、高齢者の孤立・孤独を防ぐための

居場所づくり、社会参加の強化等といったソーシャル・キャピタルの醸成を促進する施策

の推進が求められています。 

 

①包括的な支援のための連携の推進 

健康、医療、介護、生活などに関する様々な関係機関や団体等の連携を推進し、包括的

な支援体制を整備します。 
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②地域における要介護者に対する支援 

 介護サービスの利用者は、介護職員との接点をもっており、また、介護職員による見守

り・気づきの重要性は知られているところです。かかりつけ医や他機関との連携による介

護者、家族を含めた包括的な支援提供の入り口として位置づけられています。 

 

③高齢者の健康不安に対する支援 

 うつ病を含め、高齢者の自殺原因として多い健康問題について、地域のかかりつけ医や

訪問看護師・保健師・民生委員などが訪問相談を行います。 

 

④社会参加の強化と孤独・孤立の予防 

 寿命の延伸、ライフスタイルの変化により、高齢世帯、高齢単独世帯が増加しており、

高齢者の社会参加の促進が自殺対策においても重要です。居場所づくり活動では、全国的

に社会福祉協議会等による高齢者サロン活動が多く行われています。心身機能の変化を受

け止めることができる体制を構築する必要があり、高齢者の見守り活動・事業と連携して

いく必要があります。 
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３ 生きる支援の関連施策  

 

 片品村で実施している自殺対策関連施策の一覧です。重複し掲載してある施策について

は施策の内容を掲載しているページ番号が記載してありますのでご参照ください。 

 

１） 基本施策 

（１）地域におけるネットワークの強化 

施策名 施策の内容 担当 

要保護児童 

対策協議会 

要保護児童若しくは要支援児童及びその保護者又は特定

妊婦に関する情報その他要保護児童等の適切な保護又は

支援を図るために必要な情報の交換、要保護児童等に対

する必要な支援その他要保護等の対策に必要な事項につ

いて協議を行っています。 

保健福祉課 

自立支援 

協議会の開催 

医療・福祉・教育・就労等に関する期間及び利根郡内の

市町村とのネットワークを構築しています。 

保健福祉課 

民生・児童 

委員事務 

民生・児童委員による地域の相談・支援等を実施してい

ます。 

保健福祉課 

地域福祉 

推進事業 

地域住民の自主的な福祉活動を支援し、地域住民の多様

な福祉ニーズに対応できるようにするため、住民と行政

が協働し、地区別福祉関係者会議を開催し地域福祉計画

を策定しています。 

保健福祉課 
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（２）自殺対策を支える人材の育成 

施策名 施策の内容 担当 

消防対策 消火・防火活動や行方不明者の捜索など地域の安心と安

全を守る活動をしています。 

総務課 

こころの健康

づくり講演会 

こころの健康づくりのため、講演会を実施しています。 保健福祉課 

認知症サポー

ター養成研修 

認知症サポーター養成研修を行い、認知症の知識や関わ

り方などを伝え、認知症になっても安心して暮らせるよ

うな村づくりを目指します。 

保健福祉課 

保健推進員 片品村の保健衛生事業の充実と推進を図るため、住民に

対し保健衛生事業の周知、連絡調整のほか、各種検診そ

の他の保健衛生事業への協力を役割としています。 

保健福祉課 

食生活改善 

推進員の育成 

健康づくりのための知識の向上を図るため情報発信を行

い、また食生活改善事業が円滑に行えるよう支援してい

ます。 

保健福祉課 

生活研究 

グループ 

農林漁業の振興やグループ活動を通して学んだ生活の技

術を地域に広め、食の安全、農業の大切さを次世代に伝

える活動を行っています。 

農林建設課 
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（３）住民への啓発と周知 

施策名 施策の内容 担当 

食生活改善 

推進活動事業 

講話や調理実習をとおして自分の家族や地域住民の食生

活改善のため、健康づくり活動の普及啓発を実施してい

ます。 

保健福祉課 

障害者差別 

解消推進事業 

障害を理由とする差別の解消を推進するため、保健福祉

課に相談窓口を設置するほか、住民に対し周知・啓発を

行います。 

保健福祉課 

障害者虐待の

対応 

障害者虐待に関する通報の受付、相談業務を行います。 保健福祉課 

行政の情報提

供・広聴に関

する事務（広

報紙等による

情報発信） 

住民が地域の情報を知る上で最も身近な情報媒体であ

り、自殺対策の啓発として、総合相談会や居場所活動等

の各種事業・支援策等に関する情報を直接住民に提供す

ることが出来ます。とりわけ啓発期間に特集を組むなど

するとより効果的な啓発が可能です。 

むらづくり

観光課 

片品村議会 

広報発行 

議会だよりかたしなに掲載します。 議会事務局 
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（４）生きることの促進要因への支援 

施策名 施策の内容 担当 

消防対策 P27、同施策参照 総務課 

障害児支援に

関する事務 

放課後デイサービス・保育所等訪問の支援を行います。 保健福祉課 

学童保育事業 就業等により昼間保護者のいない家庭の小学校児童を放

課後及び、長期休業中に学童保育所で保育します。 

保健福祉課 

入浴事業 高齢者の生きがいづくりの促進と健康増進を図るため、

地域の公衆浴場等を利用できる入浴券を月2枚、年間24

枚交付します。 

保健福祉課 

給食サービス 一人暮らし高齢者に対し、1食100円で週2回自宅に弁当

を届ける支援を行い、健全で安らかな生活を営むことが

できるよう支援します。 

保健福祉課 

敬老バスカー

ド助成事業 

高齢者の移動手段確保のため高齢者に助成を行います。 保健福祉課 

一人暮らし 

対策 

一人暮らし高齢者名簿を作成をしています。 保健福祉課 

養護老人ホー

ムへの入所 

65歳以上で経済的理由等により自宅での生活が困難な高

齢者への入所手続きを行います。 

保健福祉課 

認知症初期 

集中支援事業 

40歳以上で在宅生活をしており、認知症が疑われる又は

認知症の方で現在医療や介護のサービスを受けていない

若しくは認知症の症状で対応に困っている方を対象に、

訪問で困りごとの相談に応じます。 

保健福祉課 

特定疾患 

見舞金 

特定医療受給者証をお持ちの方と、「人工膀胱」「人工

肛門」で身体障害者手帳を所持している方にお見舞金の

支給を行います。 

保健福祉課 
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知的・精神障

害者生活訓練

事業 

在宅で出来るだけ過ごせるように精神障害者等の仲間や

居場所づくり、地域住民の理解を得ること、社会復帰の

支援を行うことを目的として活動しています。 

保健福祉課 

障害者施設等

通所者交通費

補助 

障害の施設へ通所している障害者とその保護者の負担軽

減のため、交通費の補助を行います。 

保健福祉課 

訓練等給付に

関する事務 

自律訓練・就労移行支援・就労継続支援A型B型・共同生

活援助等の訓練給付を行っています。 

保健福祉課 

じん臓機能障

害者通院交通

費の助成 

じん臓機能障害と認定され、人工透析を行うために自家

用車で通院している方を対象に交通費の補助を行う。 

保健福祉課 

コミュニケー

ション支援 

事業 

聴覚障害者が社会生活上必要なことに対して、手話通訳

者や要約筆記者の派遣を群馬県聴覚障害者コミュニケー

ションプラザに委託して行っています。 

保健福祉課 

総合健診 健康診断や保健指導を行い、生活習慣病の予防、病気の

早期発見、健康の保持増進を図ります。 

保健福祉課 

訪問・来所・

電話相談 

子どもから大人まで健康に関する様々な相談を受け付け

ています。 

保健福祉課 

介護保険料未

納者への滞納

整理 

生活困窮や他の税金や水道等の未納があった場合は、過

度な滞納整理にならないよう税金や水道担当者と連携し

て対応する。必要に応じて関係機関の紹介や、生活保護

担当や保健師に情報提供を行います。 

保健福祉課 

介護保険認定

事務 

面談等で本人及び家族の生活困窮や精神的な不安等があ

れば相談機関の紹介を行い、生活保護担当や保健師、包

括支援センター、担当ケアマネージャーに情報提供を行

います。 

保健福祉課 

限度額認定証

交付事務 

預貯金等の調査を行い、限度額認定証を交付します。 保健福祉課 
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障害者控除対

象者認定証 

交付事務 

申請に基づき、認定証を交付する。申請勧奨のため、広

報で周知を図ります。 

保健福祉課 

利用料支払い

の相談 

高額になる施設利用料の支払い等について限度額認定証

や高額介護サービス費、申告の案内、障害者控除対象者

認定証の案内を行う。必要に応じて生活保護担当者へ繋

ぎます。 

保健福祉課 

高額介護・支

援サービス費

支給事務 

該当者に対し、申請の勧奨を行い、高額介護・支援サー

ビス費を支給します。 

保健福祉課 

道の駅運営 

事業 

農産物直売所や村民キッチン、レストラン等を整備し、

生産者の売上に貢献するとともに「稼ぐ力」「やる気」

等の向上に一役買っています。また、様々な方との交流

も目的としたものであり、交流イベントを開催し、村民

同士や村民と村外の方との交流を推進します。 

むらづくり

観光課 

ＯＺＥかたし

なアカペラ 

ファンタジー

ＦＥＳ 

全国のアカペラグループが参加する総合型フェス。スペ

シャルゲストのプロの方や一般出演者の歌を観覧し、ご

来場いただいたお客様や出演者・参加者等が交流するこ

とにより、リラックス効果や楽しむ活力を増進すること

が期待されます。 

むらづくり

観光課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



32 

 

２） 重点施策 

（１）子ども・若者対策 

施策名 施策の内容 担当 

要保護児童 

対策協議会 

P26、同施策参照 保健福祉課 

母子手帳交付

事業 

母子手帳交付時に妊婦へ簡単な問診を行い、健康問題や

育児不安などの手助けを行っています。 

保健福祉課 

妊婦健診 妊婦の健康管理の向上を図り、母子保健の増進を図りま

す。 

保健福祉課 

おかあさんみ

んなあつまれ 

母親同士で自由に話せる場をづくり、①仲間つくり ②

子育ての情報交換の場 ③子育ての悩みを解消し、楽し

く子育てをすることを目的にし、母親が主体的に参加す

る自主サークル活動をしています。 

保健福祉課 

保育の実施 公立保育園・私立保育園などによる保育。育児相談の実

施・保護者による家庭保育が困難な乳幼児の保育に関す

る相談を受け付けます。 

保健福祉課 

乳幼児健診 生涯を通して健康な生活を送れるよう子どもの成長発達

や病気の早期発見や早期治療へつなげています。また、

子育てをする親たちの交流の場にもなっており、育児不

安の軽減にもなっています。 

保健福祉課 

障害児支援に

関する事務 

P29、同施策参照 保健福祉課 

学童保育事業 

学童期栄養 

事業(おやこ

料理教室・ 

児童館事業) 

望ましい食習慣を身につけるため講話や料理教室などの

体験を通して、食に関する知識の向上をはかっている。

また、こ食が問題視されているため、共食の重要性につ

いても伝えている。世代間交流をはかり、地域とのつな

がりの支援もしています。 

保健福祉課 
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訪問栄養指導 必要に応じて、対象者の状況に添った、訪問栄養指導を

おこないます。 

保健福祉課 

問題行動対策 児童・生徒の問題行動の確認をしています。 教育委員会 

特別支援教育

事業 

特別に支援を要する児童・生徒に対し、関係機関と協力

して一人ひとりの障害及び発達の状態に応じたきめ細か

な相談を行います。 

教育委員会 

震災児童生徒

就学援助事業 

震災の理由により、就学困難な児童・生徒に対し、給食

費や学用品費等を補助します。 

教育委員会 

奨学資金貸与

事業 

経済的理由により、進学困難な者に対し学資を貸与し、

有用な人材を育成します。 

教育委員会 

就学援助・就

学奨励費補助

事業 

経済的理由により、就学困難な児童・生徒に対し、給食

費や学用品費等を補助する。特別支援学級在籍者に対

し、就学奨励費の補助を行います。 

教育委員会 

いじめ対策 会議の参加・いじめ防止フォーラム・子どもいじめ防止

会議を実施しています。 

教育委員会 

ＳＯＳの出し

方に関する 

教育 

学校教育において、こころの健康やＳＯＳの出し方、困

難に直面した際の対処方法に関する教育を実施します。 

教育委員会 
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（２）勤務・経営問題の取り組み 

施策名 施策の内容 担当 

産地パワー 

アップ事業 

農業の振興のため、産地パワーアップ事業実施要綱に基

づいて行う事業に要する経費に対し、補助事業者に補助

金を交付しています。 

農林建設課 

農業次世代 

人材投資事業 

次世代を担う農業者となることを志す方に、経営開始型

の農業次世代人材投資資金を交付することにより、青年

の就農意欲の喚起と就農後の定着を図ります。 

農林建設課 

道の駅運営 

事業 

P31、同施策参照 むらづくり

観光課 
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（３）生活困窮者対策 

施策名 施策の内容 担当 

村税の徴収・

減免 

村税滞納者の中には、経済的な困難を抱えている人も多

くいることから、徴税業務において、各未納者の状況を

見ながら減免措置や納付の猶予等を行います。また、生

活扶助が必要な人については、関係課に情報提供を行

い、納税相談を行いながら見守っていきます。 

住民課 

生活保護に 

関する事務 

就労支援・医療ケア相談・高齢者支援・資産調査を行い

ます。 

保健福祉課 

介護保険料未

納者への滞納

整理 

P30、同施策参照 保健福祉課 

介護保険認定

事務 

限度額認定証

交付事務 

障害者控除対

象者認定証 

交付事務 

P31、同施策参照 

利用料支払い

の相談 

高額介護・支

援サービス費

支給事務 

上下水道料金

賦課徴収 

水道料金の未納者に対して税金や保険料担当者と連携し

て対応しています。 

農林建設課 

消費者行政 ①架空請求、多重債務、契約トラブルなどの啓発・注意

喚起のリーフレットの回覧を行っています。②消費生活

センターは、実際に被害に遭われた方や、不安を感じた

方などの相談窓口となっています。③借金の無料相談会

では今後の生活のためのアドバイスや、こころの悩みに

対するアドバイスなどを行っています。 

むらづくり

観光課 
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（４）無職者・失業者対策 

施策名 施策の内容 担当 

産業労働雇用 群馬県労働局や群馬県労働政策課から提供される労働関

係全般に関する情報を、広報や回覧板を通じ広く村民に

提供を行います。 

むらづくり

観光課 

無料職業紹介 ハローワーク求人情報の提供及び紹介など、就業に関す

る相談業務を行います。 

むらづくり

観光課 

 

（５）高齢者対策 

施策名 施策の内容 担当 

総合事業 日常生活動作の維持向上や社会活動への参加を促し、高

齢者の健康と暮らしの向上を目指します。要支援・要介

護状態にならないように体操教室を行っています。 

保健福祉課 

いきいきシル

バー・ぴん 

しゃん教室 

それぞれその月に70歳、75歳になる方を対象に認知症や

運動、栄養の話を行う。また、75歳の方には認知機能テ

ストを行い、リスクが高い方を把握しています。 

保健福祉課 

高齢者等安心

安全見守り 

ネット 

写真や身体特徴、静脈認証を登録し、もし行方不明にな

ったときにすぐ対応できるように準備します。 

保健福祉課 

実務者会議 村の高齢福祉や介護保険の実務に関する関係者が集ま

り、情報共有や話し合いを行っています。 

保健福祉課 

緊急通報装置

設置事業 

一人暮らし高齢者に対する安否確認や緊急時の相談に応

じます。 

保健福祉課 

民生・児童 

委員事務 

P26、同施策参照 保健福祉課 
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高齢者栄養 

事業（ひとり

暮らし高齢者

料理教室・ 

おとこの料理

教室・ミニ 

サロン事業) 

介護予防のための低栄養予防・ロコモ予防・認知予防に

ついて、また独居になっても簡単な調理ができ、正しい

食生活ができるよう講話や調理実習を実施し、知識の向

上を図っています。 

保健福祉課 

地域福祉 

推進事業 

P26、同施策参照 保健福祉課 

入浴事業 P29、同施策参照 保健福祉課 

給食サービス 

敬老バスカー

ド助成事業 

一人暮らし 

対策 

認知症初期集

中支援事業 
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 第５章   計画の推進体制   

１ 自殺対策推進の体制  

 自殺対策の推進については、県及び関係機関との連携が重要であり、地域の自殺実態に

即した計画が必要になります。そのためには利根沼田保健福祉事務所や利根郡内市町村と

の連携・協力体制も不可欠です。そこで、県が組織した「利根沼田地域自殺対策連絡会

（こころのわネットワーク会議）」に参加することで、広域かつ多方面からの情報収集を

行いながら取組を推進します。

 

　分　野 　　　団　　体　　名

沼田利根医師会

沼田利根薬剤師会

利根沼田保健福祉事務所嘱託医

利根沼田広域消防本部

利根教育事務所

沼田市小中学校長会

利根郡小中学校長会

利根沼田養護教諭部会

　労働・就労関係者 沼田公共職業安定所

沼田商工会議所

沼田市消費生活センター

　相談関係者 利根沼田障害者相談支援センター

沼田氏民生児童委員協議会

ＮＰＯ法人　こころの応援団

沼田市健康福祉部社会福祉課

沼田市健康福祉部健康課

片品村保健福祉課

川場村健康福祉課

昭和村保健福祉課

みなかみ町子育て健康課

利根沼田保健福祉事務所保健課

利根沼田保健福祉事務所企画福祉課

群馬県障害政策課精神保健室

群馬県こころの健康センター

群馬県沼田警察署

　医療関係者

　教育関係者

　経済関係者

　地域関係者

　行政関係者

利根沼田自殺対策連絡会　こころのわ　ネットワーク会議
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 資料編  

関係機関が実施している施策 

施策名 施策の内容 担当 

心配ごと相談所 暮らしの中の心配ごと、悩みごと、家族と近所との

トラブルなど、弁護士と行政書士がなんでも相談に

のります。 

片品村社会 

福祉協議会 

ふれあいサロン 地域の方たちが参加し、定期的に集まることで顔な

じみの輪を広げいきいきとした生活を送ることを目

的に実施されています。 

片品村社会 

福祉協議会 

こどもホットラ

イン２４ 

１８歳未満の子どもとその保護者を対象として、子

どもに関する悩みについて、２４時間電話相談業務

を行います。 

中央児童 

相談所 

こどもの悩み１

１０ 

１８歳未満の子どもとその保護者を対象として、非

行、いじめ、家庭問題、その他少年の健全育成に関

する相談業務を行います。 

沼田警察署 

安心・自身の相

談でんわ 

１８歳未満の子どもとその保護者を対象として、不

登校、児童虐待、いじめ等の相談業務を行います。 

ＮＰＯ法人エ

ンパワメント

ぐんま 

群馬いのちの電

話 

いつでも、どこでも、だれでも、どんなことでも利

用できる電話相談業務を行います。 

社会法人群馬

いのちの電話 

こころの健康に

関する相談 

心の健康に関する各種相談を行います。 県こころの 

健康センター 

障害者相談支援

業務 

障害のある人や家族からの障害福祉に関する相談に

応じ、情報提供や助言、関係機関と連絡調整等を行

います。 

利根沼田地域

障害相談支援

センター 

障害者就業・生

活支援業務 

雇用・福祉・教育等の関係機関と連携し、障害のあ

る人の就業と生活に伴う相談・助言・職場実習等の

斡旋等の支援を行います。 

障害者就業・

生活支援 

センター 
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家庭教育電話相

談 

１８歳未満の子どもとその保護者を対象として、育

児や保育、性格や行動、しつけ、知能や言葉等の家

庭教育について相談業務を行います。 

県生涯学習 

センター 

子ども教育支援

センターの相談

業務 

１８歳未満の子どもとその保護者を対象として、不

登校やいじめ、発達や障害等に関する相談業務を行

います。 

県総合教育 

センター 

いじめ対策室の

相談業務 

児童生徒、保護者、教職員等を対象として、学校に

おけるいじめ問題に迅速・的確に対応するため、相

談業務を行います。 

県総合教育 

センター 

精神所外クリニ

ック 

精神科受診が難しい方のこころの健康相談を行うた

め、精神科医師と訪問診療を行います。 

利根沼田保健

福祉事務所 
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自殺対策基本法    （平成18年法律第85号） 

目次 

第一章 総則（第一条―第十一条） 

第二章 自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画等（第十二条―第十四条） 

第三章 基本的施策（第十五条―第二十二条） 

第四章 自殺総合対策会議等（第二十三条―第二十五条） 

附則 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、我が国において自殺による死亡者数が高い水準で推移してい

る状況にあり、誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して、これに対処

していくことが重要な課題となっていることに鑑み、自殺対策に関し、基本理念を定

め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、自殺対策の基本となる事

項を定めること等により、自殺対策を総合的に推進して、自殺の防止を図り、あわせて

自殺者の親族等の支援の充実を図り、もって国民が健康で生きがいを持って暮らすこと

のできる社会の実現に寄与することを目的とする。 

（基本理念） 

第二条 自殺対策は、生きることの包括的な支援として、全ての人がかけがえのない個人

として尊重されるとともに、生きる力を基礎として生きがいや希望を持って暮らすこと

ができるよう、その妨げとなる諸要因の解消に資するための支援とそれを支えかつ促進

するための環境の整備充実が幅広くかつ適切に図られることを旨として、実施されなけ

ればならない。 

２ 自殺対策は、自殺が個人的な問題としてのみ捉えられるべきものではなく、その背景

に様々な社会的な要因があることを踏まえ、社会的な取組として実施されなければなら

ない。 

３ 自殺対策は、自殺が多様かつ複合的な原因及び背景を有するものであることを踏ま

え、単に精神保健的観点からのみならず、自殺の実態に即して実施されるようにしなけ

ればならない。 
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４ 自殺対策は、自殺の事前予防、自殺発生の危機への対応及び自殺が発生した後又は自

殺が未遂に終わった後の事後対応の各段階に応じた効果的な施策として実施されなけれ

ばならない。 

５ 自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連施策との有機的な連携が図

られ、総合的に実施されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国は、前条の基本理念（次項において「基本理念」という。）にのっとり、自殺

対策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 地方公共団体は、基本理念にのっとり、自殺対策について、国と協力しつつ、当該地

域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

３ 国は、地方公共団体に対し、前項の責務が十分に果たされるように必要な助言その他

の援助を行うものとする。 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、国及び地方公共団体が実施する自殺対策に協力するとともに、その雇

用する労働者の心の健康の保持を図るため必要な措置を講ずるよう努めるものとする 

（国民の責務） 

第五条 国民は、生きることの包括的な支援としての自殺対策の重要性に関する理解と関

心を深めるよう努めるものとする。 

（国民の理解の増進） 

第六条 国及び地方公共団体は、教育活動、広報活動等を通じて、自殺対策に関する国民

の理解を深めるよう必要な措置を講ずるものとする。 

（自殺予防週間及び自殺対策強化月間） 

第七条 国民の間に広く自殺対策の重要性に関する理解と関心を深めるとともに、自殺対

策の総合的な推進に資するため、自殺予防週間及び自殺対策強化月間を設ける。 

２ 自殺予防週間は九月十日から九月十六日までとし、自殺対策強化月間は三月とする。 

３ 国及び地方公共団体は、自殺予防週間においては、啓発活動を広く展開するものと

し、それにふさわしい事業を実施するよう努めるものとする。 
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４ 国及び地方公共団体は、自殺対策強化月間においては、自殺対策を集中的に展開する

ものとし、関係機関及び関係団体と相互に連携協力を図りながら、相談事業その他それ

にふさわしい事業を実施するよう努めるものとする。 

（関係者の連携協力） 

第八条 国、地方公共団体、医療機関、事業主、学校（学校教育法（昭和二十二年法律第

二十六号）第一条に規定する学校をいい、幼稚園及び特別支援学校の幼稚部を除く。第

十七条第一項及び第三項において同じ。）、自殺対策に係る活動を行う民間の団体その

他の関係者は、自殺対策の総合的かつ効果的な推進のため、相互に連携を図りながら協

力するものとする。 

（名誉及び生活の平穏への配慮） 

第九条 自殺対策の実施に当たっては、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親族等

の名誉及び生活の平穏に十分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵害することのないよ

うにしなければならない。 

（法制上の措置等） 

第十条 政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の措置その他

の措置を講じなければならない。 

（年次報告） 

第十一条 政府は、毎年、国会に、我が国における自殺の概況及び講じた自殺対策に関す

る報告書を提出しなければならない。 

 

第二章 自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画等 

（自殺総合対策大綱） 

第十二条 政府は、政府が推進すべき自殺対策の指針として、基本的かつ総合的な自殺対

策の大綱（次条及び第二十三条第二項第一号において「自殺総合対策大綱」という。）を

定めなければならない。 

（都道府県自殺対策計画等） 

第十三条 都道府県は、自殺総合対策大綱及び地域の実情を勘案して、当該都道府県の区

域内における自殺対策についての計画（次項及び次条において「都道府県自殺対策計

画」という。）を定めるものとする。 



44 

 

２ 市町村は、自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画並びに地域の実情を勘案し

て、当該市町村の区域内における自殺対策についての計画（次条において「市町村自殺

対策計画」という。）を定めるものとする。 

（都道府県及び市町村に対する交付金の交付） 

第十四条 国は、都道府県自殺対策計画又は市町村自殺対策計画に基づいて当該地域の状

況に応じた自殺対策のために必要な事業、その総合的かつ効果的な取組等を実施する都

道府県又は市町村に対し、当該事業等の実施に要する経費に充てるため、推進される自

殺対策の内容その他の事項を勘案して、厚生労働省令で定めるところにより、予算の範

囲内で、交付金を交付することができる。 

 

第三章 基本的施策 

（調査研究等の推進及び体制の整備） 

第十五条 国及び地方公共団体は、自殺対策の総合的かつ効果的な実施に資するため、自

殺の実態、自殺の防止、自殺者の親族等の支援の在り方、地域の状況に応じた自殺対策

の在り方、自殺対策の実施の状況等又は心の健康の保持増進についての調査研究及び検

証並びにその成果の活用を推進するとともに、自殺対策について、先進的な取組に関す

る情報その他の情報の収集、整理及び提供を行うものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の施策の効率的かつ円滑な実施に資するための体制の整

備を行うものとする。 

（人材の確保等） 

第十六条 国及び地方公共団体は、大学、専修学校、関係団体等との連携協力を図りなが

ら、自殺対策に係る人材の確保、養成及び資質の向上に必要な施策を講ずるものとす

る。 

（心の健康の保持に係る教育及び啓発の推進等） 

第十七条 国及び地方公共団体は、職域、学校、地域等における国民の心の健康の保持に

係る教育及び啓発の推進並びに相談体制の整備、事業主、学校の教職員等に対する国民

の心の健康の保持に関する研修の機会の確保等必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の施策で大学及び高等専門学校に係るものを講ずるに当

たっては、大学及び高等専門学校における教育の特性に配慮しなければならない。 
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３ 学校は、当該学校に在籍する児童、生徒等の保護者、地域住民その他の関係者との連

携を図りつつ、当該学校に在籍する児童、生徒等に対し、各人がかけがえのない個人と 

して共に尊重し合いながら生きていくことについての意識の涵
かん

養等に資する教育又は啓

発、困難な事態、強い心理的負担を受けた場合等における対処の仕方を身に付ける等の

ための教育又は啓発その他当該学校に在籍する児童、生徒等の心の健康の保持に係る教

育又は啓発を行うよう努めるものとする。 

（医療提供体制の整備） 

第十八条 国及び地方公共団体は、心の健康の保持に支障を生じていることにより自殺の

おそれがある者に対し必要な医療が早期かつ適切に提供されるよう、精神疾患を有する

者が精神保健に関して学識経験を有する医師（以下この条において「精神科医」とい

う。）の診療を受けやすい環境の整備、良質かつ適切な精神医療が提供される体制の整

備、身体の傷害又は疾病についての診療の初期の段階における当該診療を行う医師と精

神科医との適切な連携の確保、救急医療を行う医師と精神科医との適切な連携の確保、

精神科医とその地域において自殺対策に係る活動を行うその他の心理、保健福祉等に関

する専門家、民間の団体等の関係者との円滑な連携の確保等必要な施策を講ずるものと

する。 

（自殺発生回避のための体制の整備等） 

第十九条 国及び地方公共団体は、自殺をする危険性が高い者を早期に発見し、相談その

他の自殺の発生を回避するための適切な対処を行う体制の整備及び充実に必要な施策を

講ずるものとする。 

（自殺未遂者等の支援） 

第二十条 国及び地方公共団体は、自殺未遂者が再び自殺を図ることのないよう、自殺未

遂者等への適切な支援を行うために必要な施策を講ずるものとする。 

（自殺者の親族等の支援） 

第二十一条 国及び地方公共団体は、自殺又は自殺未遂が自殺者又は自殺未遂者の親族等

に及ぼす深刻な心理的影響が緩和されるよう、当該親族等への適切な支援を行うために

必要な施策を講ずるものとする。 

（民間団体の活動の支援） 
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第二十二条 国及び地方公共団体は、民間の団体が行う自殺の防止、自殺者の親族等の支

援等に関する活動を支援するため、助言、財政上の措置その他の必要な施策を講ずるも

のとする。 

 

第四章 自殺総合対策会議等 

（設置及び所掌事務） 

第二十三条 厚生労働省に、特別の機関として、自殺総合対策会議（以下「会議」とい

う。）を置く。 

２ 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 自殺総合対策大綱の案を作成すること。 

二 自殺対策について必要な関係行政機関相互の調整をすること。 

三 前二号に掲げるもののほか、自殺対策に関する重要事項について審議し、及び自殺対

策の実施を推進すること。 

（会議の組織等） 

第二十四条 会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、厚生労働大臣をもって充てる。 

３ 委員は、厚生労働大臣以外の国務大臣のうちから、厚生労働大臣の申出により、内閣

総理大臣が指定する者をもって充てる。 

４ 会議に、幹事を置く。 

５ 幹事は、関係行政機関の職員のうちから、厚生労働大臣が任命する。 

６ 幹事は、会議の所掌事務について、会長及び委員を助ける。 

７ 前各項に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定め

る。 

（必要な組織の整備） 

第二十五条 前二条に定めるもののほか、政府は、自殺対策を推進するにつき、必要な組

織の整備を図るものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 
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第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

〔平成一八年一〇月政令三四三号により、平成一八・一〇・二八から施行〕 

（内閣府設置法の一部改正） 

第二条 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔平成二七年九月一一日法律第六六号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十八年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 附則第七条の規定 公布の日 

二 〔略〕 

（自殺対策基本法の一部改正に伴う経過措置） 

第六条 この法律の施行の際現に第二十七条の規定による改正前の自殺対策基本法第二十

条第一項の規定により置かれている自殺総合対策会議は、第二十七条の規定による改正

後の自殺対策基本法第二十条第一項の規定により置かれる自殺総合対策会議となり、同

一性をもって存続するものとする。 

（政令への委任） 

第七条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過

措置は、政令で定める。 

附 則〔平成二八年三月三〇日法律第一一号〕 

（施行期日） 

１ この法律は、平成二十八年四月一日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日

から施行する。 

（内閣の重要政策に関する総合調整等に関する機能の強化のための国家行政組織法等の

一部を改正する法律の一部改正） 

２ 内閣の重要政策に関する総合調整等に関する機能の強化のための国家行政組織法等の

一部を改正する法律（平成二十七年法律第六十六号）の一部を次のように改正する。 
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いのち支える片品村自殺対策行動計画 
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